
7 2022（R4）3月号　タウントピックス

(令和3年中の所得をもとに、令和4年8月頃から判定が可能になり、9月頃に被保険者証
を送ります)

令和4年度以降、団塊の世代が75歳以上となり始め、
医療費の増大が見込まれています。
後期高齢者の医療費のうち、窓口負担を除いて約４
割は現役世代(子や孫)の負担(支援金)となっており、
今後も拡大していく見通しとなっています。
今回の窓口負担割合の見直しは、現役世代の負担を抑
え、国民皆保険を未来につないでいくためのものです。
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